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行 が受取人の銀行口座に 誤振込 
された預金について 受取人に対 
る 貸付債権 をもって相殺したこと 
より振込依頼人に 対して 誤 振込 
相当額の不当利得返還義務を 負 
とされた事例 

平成 17. 9 .26 東京地裁民事第 30 部判決、 平成 16 年 ( ヮ ) 第 15058 
号不当利得返還請求事件、 請求認容 [ 控訴 ] 、 本誌 1226 号 8 頁     

                                                                        与稲由 天業 助 教授・・ ぶ柴碕             ‥ 瞬 ;         

① 訴覚 A  ( 株式会社ベクトル ) は、 平成 15 
年 7 月 29 日に銀行取引停止処分を 受けた。 
② 同年 8 月 7 日、 原告 X ( 株式会社武蔵 製 

鋼所 ) は、 訴覚 M  ㏄ 限 会社増山工業 ) に対する 
決済のため、 EB ( エレクトロニソク・バンキン 

グ ) サービスを利用して、 訴覚 B  ( 株式会社三 

井住友銀行 ) 東京中央支店に 119 万 0385 円の振 
込依頼をしたが、 誤って、 振込先を Y  ( 株式会 
社東京三菱銀行 ) 目白支店の A の普通預金口座 
( 本件口座 ) と指定した。 X が利用した B の E 

B サービスでは、 「振込先一覧」において、 M 
と A とが 1 行違いで表示されていたため、 上記 

口座に入金記帳 がされたものであ る ( 本件 誤 振 

込 ) 。 

③ 9 月 10 日、 X は、 M から問い合わせを 受 

けて 誤 振込みの事実を 認識し、 

④ 9 月 11 日、 B 東京中央支店に 対し、 本件 
誤 振込にっき 組 戻しを依頼したが、 翌 12 日、 Y 

目白支店から、 「 A と連絡がつかずその 承諾が 

得られないため、 組 戻しの依頼には 応じられな 
い」旨の回答があ った。 X も、 A との連絡を試 

みたが、 A は倒産して代表者は 行方不明であ っ 

た   

⑤ 9 月 16 日、 X の総務部長 K は、 弁護士 C 

の助言を受け、 Y 目白支店を訪問、 同支店お客 
様サービス課長 S に本件 誤 振込みの事実を 説明 
した。 S は、 A の承諾なしには 本件 誤 振込金の 

返却はできないと 回答するのみであ ったため、 

⑥ 9 月 24 日、 C が同支店を訪問し A の承諾 

を 得られない場合の 処理について 質問したが、 

S は、 一般には差押の 方法があ る等と返答し 

た   

の Y は、 同年 10 月 17 日付「相殺通知書」を 
以 って、 池袋支店扱いで A に対する約 700 万円 

の貸金債権 等を自働債権 、 本件 誤 振込によって 
成立した預金債権 を含む A の Y に対する預金債 

権 残高の総額であ る 175 万 4183 円を受 働 債権 と 

して、 対当額で相殺する 旨の意思表示を 行なっ 
た。 同通知書は同月初日、 内容証明郵便として 

差出され、 転居 先 不明を理由として Y に返戻さ 
れた。 YA 間の銀行取引約定において、 「 A が 
Y に住所の変更を 届け出ることを 怠ったため 

に、 Y からの通知等が A に到達しなかつた 場合 
には、 通常到達すべきときに 到達したものとみ 

なされる」と 定められていたので、 同年 10 月 30 
日には相殺の 意思表示が A に到達したものとし 

て処理を行った。 
⑧ 同年 10 月 31 日 、 X は A に対して、 本件 誤 

振込 金 相当額についての 不当利得返還請求訴訟 

を提起し、 平成 16 年 1 月 22 日全部勝訴判決 (A 
は公示送達に 26 呼出しを受けたが、 第 1 回口頭 

弁論期日を欠席 ) を得た。 

⑨ 同年 1 月 26 日、 C は、 同判決の判決書等 

を Y 目白支店にファクシミリで 送信、 同月 為 

日 、 S より「本件 誤 振込金の返却を 約束した事 
実はない」との 回答があ った。 

⑩ 同年 3 月 9 日、 X は、 ⑧の確定判決にも 

とづき、 本件口座を含む Y 目白支店の A の預金 
口座に係る預金債権 の差押を申立てたところ、 

第三債務者であ る Y は、 預金残高は 3 万 0996 円 
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( 普通預金㏄ 18 円、 別段預金 2 万 4978 円 ) であ 
り 、 この残高については「既に 平成 15 年 7 月 31 

日 品川社会保険事務所により 差押さえられてい 
たので、 弁済の意思はない」との 陳述がされ 

犬 @ 40 

⑪ 平成 16 年 3 月 19 日、 Y は念のためのの 相 

殺の意思表示にっき 公示送達を申立て、 同年 4 
月 16 日に到達した。 ( 判旨はのの時点 (10 月 30 

日 ) に既に相殺が 効力を生じたものと 解して ぃ 

るコ 

⑫ X は、 Y に対し、 「法律上の原因なく 本 

件 誤 振込 金 相当額を利得した」と 主張し、 119 
万 0385 円およびこれに 対する本件 誤 振込みの日 

の翌日であ る平成 15 年 8 月 13 日から支払済みま 
で商事法定利率年 6 分の割合による 利息または 

遅延損害金の 支払を求めている。 

X は、 「本件 誤 振込 会 は、 本件預金口座に 入 
金記帳 されたとしても、 実質的には X に帰属す 

べき金員であ る」、 「 Y が本件相殺によって A に 
対する債権 を回収したことは、 X との関係で 

は、 本件 誤 振込 金 相当額を法律上の 原因なく利 
得したこと」だと 主張。 Y は、 「 A は本件 誤 振 

込みによって Y に対し本件 誤 振込 金 相当額の預 

金債権 を取得することになるから、 Y が本件相 
殺によって A に対する債権 を回収したからと 

いって、 本件 誤 振込 金 相当額を法律上の 原因な 
く利得したことにはならない」と 反論した。 

請求認容。 

く 1 ノ 「振込依頼人から 受取人の銀行の 普通預 
金口座に振込みがあ ったときは、 振込依頼人と 

受取人との間に 振込みの原因となる 法律関係が 
存在するか否かにかかわらず、 受取人と銀行と 
の間に振込 金 相当額の普通預金契約が 成立し、 
受取人が銀行に 対して振込 金 相当額の普通預金 
債権 を取得するものと 解するのが相当であ る 

( 最高裁平成 8 年 4 月 26 日第二小法廷判決・ 民集 50 

巻 5 号 1267 頁 ) から、 X と A との間に振込みの 

原因となる法律関係が 存在しなかったとして 
も、 本件 誤 振込みによって、 A は、 Y に対し、 

本件 誤 振込 金 相当額の普通預金債権 を取得する 
というべきであ る ( その結果、 原告は、 A に対 
し、 本件 誤 振込 金 相当額の不当利得返還請求権 を 

取得することになる。 ) 。 」 

く 2 ノ 「本件相殺は、 Y が A に対して有してい 

た貸金債権 等の回収を図って 行ったものと 認め 

られるところ、 これが権 利の濫用に当たると 評 

価するに足りる 事情は窺えない ( 中 ㍼から、 

有効にその効果を 生じるものというべきであ 
る Ⅱ 

く 3 ノ 「 X が本件 誤 振込みさえしていなけれ 

ば、 ( 中略 J X は本件 誤 振込 金 相当額の事実上 
の損失を免れたはずであ る」。 
く 4 ノ 「 Y は、 X の損失のもとで、 本件 誤 振込 

金 相当額を利得したものといえるところ、 これ 

な 形式的にみれ ば、 Y は 、 Y の A に対する貸金 

債権 等と A の Y に対する預金債権 とを対当額で 
相殺したに過ぎないのであ るから、 Y の利得は 
法律上の原因を 欠くとはいえない ( したがっ 
て、 X が Y に対して本件 誤 振込 金 相当額の不当利 

得返還請求権 を取得することはな い ) ようにも思 

われるⅡ 
く 5 ノ 「しかし、 そもそも不当利得の 制度の本 
質は、 形式的・一般的には 正当 祝 される財産的 
価値の移動が、 実質的・相対的には 正当 祝 され 
ない場合に、 公平の理念に 従ってその矛盾の 調 

整を試みることにあ ると解されるから、 X が Y 
に対して本件 誤 振込 金 相当額の不当利得返還請 
求権 を取得するか 否か (Y の利得が法律上の 原 

因に基づくものと り えるかどうか ) についても、 

形式的にこれを 判断するのではなく、 公平の理 

念の実現の見地に 立って、 実質的に判断しなけ 
ればならないというべきであ るⅡ 

く 6 ノ 「振込取引においては、 ( 中略 ) 入金記 

帳 がされるまでは、 ( 中略 ) 『 組 戻し ユ という手 
続が認められており、 入金処理完了後であ って 

も 、 受取人の承諾があ れば、 組 戻しの依頼に 応 
じる取扱いがされている」。 

く 7 ノ 「しかし、 誤 振込をした振込依頼人の 中 
には、 たまたま受取人の 所在が不明であ ったた 

めに、 受取人から 組 戻しの承諾を 得ることがで 
きないという 者もいるはずであ り、 そのような 

振込依頼人に 対してさえ救済手段が 残されてい 

ないというのは、 振込取引制度が 多数かつ多額 
の資金移動を 円滑に処理するための 仕組みであ 

るとはいえ、 制度として好ましいことではな 

い 口 

く 8 ノ 「むしろ、 振込取引制度を 運営する銀行 

に対しては、 振込依頼人から 受取人の所在が 不 
明であ って 組 戻しの承諾を 得ることができない 
事情について 相当の説明を 受けた場合には、 誤 

振込みをした 振込依頼人に 救済の機会を 残すた 

めに、 誤 振込みの事実の 有無の確認に 努め、 そ 

の間、 受取人の預金口座に 入金記帳 された当該 

振込みに係る 金員を受取人の 預金とは区別して 
管理するなどの 適当な措置をとることが 望まれ 
るところであ るⅡ 

く 9 ノに のように考えると、 銀行が、 振込 依 
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願人から受取人の 所在が不明であ って 組 戻しの 
承諾を得ることができない 事情について 相当の 

説明を受けていながら、 誤 振込みの事実の 有無 

を確認することのないまま、 受取人に対する 債 

権 をもって当該振込みに 係る預金債権 を相殺し 
て、 自らの債権 回収を敢行したような 場合に 

は、 この債権 回収は、 振込依頼人に 対する関係 
においては、 法律上の原因を 欠き、 不当利得と 
なるものと解するのが 公平の理念に 沿うものと 

いえるⅡ 
く 10 ノ 「 Y は 、 X から、 A の所在が不明であ っ 

て 組 戻しの承諾を 得ることができない 事情を十 
分に説明されているものといえる (( 中略 コ Y 内 

部において本件預金口座に 入金記帳 された 119 万 

0385 円が誤振込みに 係るものであ る可能性を認識 

していたことは 明らかというべきであ る。 ) Ⅱ 

く 11 ノ 「それにもかかわらず、 Y は 、 X に救済 

の機会を残すことなく、 本件相殺を敢行したも 
のであ り、 上記のような 本件における 具体的な 
事情に鑑みると、 Y の本件 誤 振込 金 相当額の利 
得は 、 X に対する関係においては、 法律上の原 

因がなく、 不当利得となるものと 解するのが不 

当利得の制度の 本質であ る公平の理念に 沿うも 
のといえる」 

銀行に利得があ るという判断との 間で背理を来 

したのと異なり、 きわめて明断であ る。 

[03] 本件では、 A との間で相殺過状にあ る債 

権 者 Y が 、 他に債務名義を 得て受 働 債権 を差押 
えている債権 者 X がいるにもかかわらず 相殺の 

意思表示をしているというのであ るから、 問題 
は差押と相殺の 優劣関係ということになる。 従 

来からの議論に 従えば、 最大判 昭 45. 6 . 24 

( 注 6) を援引するまでもなく、 民 511 に関する 

最も厳格な制限 説 ( 注 7) を採ったとしても、 

A は既に平成 15 年 7 月 23 日に取引停止処分に 
よって期限の 利益を失うとともに、 本件振込に 

よって本件口座に 成立した債権 は普通預金債権 
であ って要求 払 であ るから、 本件振込による 入 
金記帳 時点以降既に 相殺過状にあ ったといえる 

のであ り、 差押命令の到達に 先んじて行なわれ 

た相殺の意思表示の 効力はこの時点に 遡及する 
こととなり、 相殺が優越することになろう (S 主 

8) 。 

B. 預金は「実質的」にせよ 振込依頼人に 
帰属するものではない 

(1) 名古屋真判平成 17. 3 . 17 との村上 ヒ 

[04]  判旨く 5 ノ ーく 9 ノは 、 前記名古屋真判 

で採られた判断を 、 著しく拡張しようと 試みて 
いる。 名古屋真判では、 受取人の意思はあ る 種 

判旨反対。 廣明瞭で、 受取人を預金の 帰属者として 扱わな 

はじめに 
いとの判断が 不可能であ るとはいいきれない 事 

例であ ったのに対して、 本件では受取人は 行方 
[01]  本件は、 いわゆる「 誤 振込」を行った 振 不明でその意思が 不明であ るという点が 決定的 

込 依頼人が、 これにより成立した 預金債権 を受 に異なっている。 この点に着目して 両判決の上 ヒ 

働 債権 として相殺した 場合に、 被仕同 銀行に対 較を試みたい。 

して不当利得返還を 求めることができるとした [05] 有名古屋真判では 受取人はにの 預金に 
事例であ る ( 注 1) 。 ところで、 「 誤 振込」に つきましては 私は何の権 利も有さず振込 人 に返 

は、 は ) 振込委託の意思表示に 錯誤がないまた 還されても異存あ りません」との 記載があ る 

は民 95 但のため無効の 主張が妨げられ 振込は有 「確認 書 」に同意を与えている。 この表示が組 

効であ るが原因関係が 欠ける場合、 p) 振込依 長依頼の意思表示そのものと 解されあ るいは振 
頼人の意思表示自体が 錯誤に 2 0 無効となる場 込依頼人に対する 不当利得債務の 弁済の過程を 
合とがあ る ( 注 2) ( 注 3) 。 本件は㏄の場合と 開始する趣旨の 表示と解される 限り、 受働 債権 
解されているようであ るから、 その前提で X の が処分されていて 相殺過状が成立していなかっ 

採り得る救済を 論じ、 最後に、 仮に田とされた たと解する余地がないでもなかった ( 注 gL 。 

場合の帰結を 論じることとする。 [06]  結局、 名古屋高利では、 紅夷通知が発せ 

1. 預金債権 は受取人に帰属する 
られたり、 預金債権 を指名債権 譲渡の方法で 譲 
渡していた、 との認定はなかった。 名古屋 高判 

A. 被ィ ， H 両 銀行による相殺は 有効だった 
判旨が述べる よ うに「確認 書 」が「権 利の放 

棄 」の表示にとどまるというなら、 預金が何故 
[02]  判旨く 2 ノは 、 相殺権 の濫用はなく、 相 に振込依頼人に 帰属する財貨となるのかとの 批 

殺は有効であ るとの出発点を 採る。 類似の事案 判があ る ( 注 10) 。 受取人の「金銭所有権 」の 
であ る名古屋真判平成 17. 3 . 17 ( 注 4) ( 注 放棄により無主の 金銭となった 場合には先占に 

5) が、 相殺を無効としたことにとり、 被仕向 よって 被仕同 銀行に原始取得されるだけであ る 

meF № 皿 c 別皿 dBus 血 ess ぬ w  且 ec ㎡ en 偲 No,1241  (2006.5.15) 5 Ⅰ 



金融・商事判例 NOo.124% ノ 2006 年 5 月 15 日号 

し 、 「預金債権 」の放棄があ るとすれば、 それ 
は債務免除の 意思表示となるに 留まるからであ 
る。 

[07]  かかる批判はあ れ、 「確認 書 」が可能性 
としては債権 の帰属を変更させる 効力をもっも 
のであ り得たのに対して、 本件ではかような 事 

情も存在せず、 X に預金が属するとの 認定は一 
層困難と い わなければならない ( 注 11)0 
(2) 信託法理と誤振込 

L08] 判旨はく 8 ノ において、 銀行は、 誤 振込 

の可能性を認識し 受取人が行方不明等の 場合に 
は、 誤 振込金を「受取人の 預金とは区別して 管 
理するなどの 適当な措置をとることが 望まれ 

る」等とする。 最 利平成 14. 1 , 17 ( 注 12) な 
どの示唆により、 構成信託の適用に 着想したも 
のと推測できる。 確かに 被仕同 銀行を信託受託 

者として構成すると、 分別管理義務 ( 信 28) 等 
の規定を適用することができる。 しかし、 近時 
の 学説も指摘するように は主 13L 、 信託法理の 

適用にはなお 問題が身過ぎる。 
[09]  日本信託法は 構成信託を認めない 体系で 
あ る ( 信 1) 。 信託法改正要綱 ( 平成 18 年 2 月 ) 
「 第 1 信託の意義等について」も、 信託の定義 

として設定契約等法律行為を 要するものとして 
いる点では現行法と 同様の制度を 予定している 
( 注 14) 。 また、 仮に、 事務管理が成立する 場合 

に信託法理を 類推ことができると 解したとして 
も 、 誤 振込における 被 社内銀行は誤振込人を 本 

人とする事務管理人ではなく、 受取人の消費受 
寄者なのであ る。 

[10]  信託と解することもできない 以上、 組戻 

しが完全に実行されるまでは、 依然受取人の 預 

金は受取人の 財産であ る ( 注 15) 。 この建前を 

否定しない限りは、 被仕両 銀行であ れ、 受取人 
の預金を受取人の 一般財産として 扱うことに不 
法はない。 これと抵触する 判断を是とするので 
あ れば、 正面から 最判 平成 8 年を批判すべきで 

あ ろう。 判旨く 1 ノとく 5 ノ とは両立しないの 

であ る。 まして取引先が 誤振込に 26 不当利得 

債権 を有することを 説明したという 事実だけで 

銀行に判旨のいうような 分別管理義務が 発生す 
るということはあ りえない。 

2. それでも振込依頼人は 被社内銀行に 何 
かを請求できるか 

A. 不当利得に関する 判示は ついて 

「 11] 判旨く 5 ノは 、 不当利得制度の 本質に言 

及し、 「原告が被告に 対して本件 誤 振込 金 相当 

額の不当利得返還請求権 を取得するか 否か く被 

告の利得が法律上の 原因に基づくものといえる 
かどうか ) についても、 形式的にこれを 判断す 

るのではなく、 公平の理念の 実現の見地に 立っ 

て、 実質的に判断しなければならない」として 
いる。 

[12]  おそらく、 判旨は、 観取金銭不当利得に 
関する著名な 事件であ る、 利得と損失の「社会 
通念上の因果関係」を 援用した 最判 昭和 49 . 
9 . 26 ( 注 16) 等に依って、 振込依頼人による 

価値追跡を認めようとしたものと 想像できる。 
上記判旨の引用部分にいう「利得が 法律上の原 
因に基づくものといえるかどうか」とは「利得 
と損失の因果関係が 存するかどうか」の 誤りで 
あ ろう。 もし「公平の 理念の実現の 見地」に 
立って社会通念上の 見地から「実質的に 判断」 

すべき事柄があ るとすれば、 それは利得と 損失 

の因果関係、 即ち 、 X と Y とを 以 って利得当事 
者とすべきかどうかの 問題であ る。 

[13]  仮に判旨がいうように、 Y が相殺によっ 

て得た自らの ( 預金払 戻 ) 債務を免れるという 

「利得」についてその「原因 causa 」を探求せよ 
というならば、 それは相手方 (A) に対して有 
していた ( 貸金 ) 債権 の消滅という 不利益の受 

忍にほかならない。 相殺という制度自体その 構 

造の内部で財貨の 往復的増減は 正当化済みであ 
る。 もしここに不当利得があ り得るとすれば、 

例えば 受働 債権 がもともと他人に 帰属するか、 
権 利者による処分が 法的に凍結されているよう 

な場面 ( 強制執行 ) であ る。 しかし、 かような 

場合はそもそも 相殺過状にあ たらむ い 。 

[14]  不当利得の一般的成立要件であ る財貨移 
動の直接性を 最も厳格に考えれば、 XY の間に 
はそれがあ るかは疑わしい。 成程、 近時判例・ 

学説ともに直接性を 緩和しているから ( 注 

l7L 、 振込委託契約と 銀行間入金委託契約とが 

事実上不可分の 契約であ ると観念するならば、 
ここに社会通念上の 因果関係を見ることは 不可 

能ではないかもしれない。 振込資金は X づ B づ 

Y へと、 それぞれ別々の 委任契約に基 き 委任事 

務処理費用の 前 渡 として 出 損され、 「その財 
貨」はさらに Y の財産圏域を 超えて入金記帳 に 
よって一旦 A の一般財産に 至り、 最後に相殺に 

よって 被仕 市銀行 Y の満足に至った ( 社会通念 
上 X ャ B+Y+A づ Y)o 

[15]  しかしながら、 財貨移動のそれぞれの 過 

程を見れば、 そこに必然的な 連鎖があ るわけで 

はない。 X が提供した資金は 一旦 B の一般財産 

となり、 B から Y への為替金の 移転について 

は、 改めて B の財産 中 より任意の部分が 出損さ 
れるに至るにとどまる ( しかも 多 銀行間交互 計 
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算 による決済であ るから資金の 特定，性など 存在 

しない ) 。 それはさらに 続行される Y から A へ 

の 出捕 ( 入金記帳 ) についても同様であ る。 こ 

れらの過程で 財産は現実に 混和を繰り返し 特定 
性を失う。 キャッシュフローとして 連続した現 

象に見えても、 法的な因果性を 切断されている 
というほかにない。 

「 16]  しかもこの過程のいずれもが 不当性を持 

たない ( 法律上の原因に 基 く ) のがこの取引の 

特徴であ る。 唯 Ⅰ X と A との関係においての 

み、 原因関係の欠 訣 にも拘らず X の財産が減少 
しこれに因り A の財産が増加しているので、 こ 

の 世 損は矯正されなければならない、 即ち「法 

律上の原因を 欠く」のであ る。 振込取引の他の 
いずれの過程にも 自足的な財貨移動の 正当化事 
由が存し、 それらは XA 間の原因関係の 存否に 
は初めから無関係な 行為として行なわれてい 
る。 よってこの過程は、 三者不当利得類型のう 

ち 「直線連鎖型」 ( 注 18) でなく 「複合型」に 

属する ( 注 19) と解されなければならない。 そ 

こでの原因 欠 訣の問題は、 原因の欠 訣 する当事 

者間のみで処理しなければならず、 これを外部 
へ波及させることは 許されない。 振込依頼人の 

損失は、 振込依頼人が 受取人からその 対価に相 
当する何物かを 受領することなく ( またはその 
対価の欠 快 に代償性を有する 恵与 意 居、 にも 塞 くこ 

となく ) 受取人に財貨を 取得せしめる 結果を生 
じたことに因って 発生したものであ って、 その 

ひとたび取得された 財貨の事後処分に 過ぎない 
Y との相殺によって 生じた第三者たる Y の「利 

得」との間には 因果関係は存しない (t 主 20)0 

B. 銀行の警告義務・ 口座凍結義務 

[17]  しかし本件で、 取引停止処分後、 銀行が 
すみやかに預金契約を 強制解約していれば、 誤 
振込に 26 預金の受入は 未然に防ぐことができ 

たはずであ る。 倒産状態にあ る受取人に対して 

支援の目的等で 振込をする者がいることも 否定 
できないから、 その ょ うな預金の受入れについ 

て可能性を残しておくべき 利益はあ るが、 でき 

れば受取人の 倒産を振込依頼人が 知っている状 
態に置くことが 望ましい。 この点で、 口座名義 

人の倒産情報を ぃち 早く知ることのできる 銀行 
は、 説明義務ないしは 警告義務のようなものを 

信義則上負担することがあ り得ると い えないで 

あ ろうか。 また、 強制解約がなされずとも、 口 

座の利用を一時的に 停止する「凍結」 ( 注 21) 
がなされるだけでも 十分にかかる 不当利得の発 

生を予防し得る。 

[18] 前記名古屋盲判の 事例が、 取引停止処分 

ほ ついて 被仕両 銀行が認識を 得てから 1 時間 20 

分後に入金記帳 が為された振込であ って不当利 

得の発生を回避することが 事実上困難であ った 
場合であ るのに対して、 本件では受取人が 倒産 

してから 1 週間も口座が 放置されていた 点が問 

題となろう。 受取人の倒産を 知らなかった 振込 

依頼人は不当利得を 回収できず、 他方 被 社内銀 
行はこの 1 週間の間に誤振込で 発生した預金を 

用いて貸出を 回収したのであ る。 このような 情 

報 の非対象性は 一体何によって 正当性できるの 

であ ろうか。 そのような正当化が 不可能なら 
ぱ 、 かかる警告義務・ 凍結義務違背につき 何ら 

かの民事責任の 追及を可能とすべきではあ るま 

いか。 被仕同 銀行は「振込制度の 運営者の一員 
として、 自己の利益を 優先させることは 許され 
ない」 ( 注 22) とする指摘は、 これと軌を一に 

する主張であ る。 

[19]  振込依頼人に 対して 被仕両 銀行が何らか 
の 責任を負うといいうるためには、 振込依頼人 

が外形上は専ら 仕両 銀行に向けて 発する振込依 

頼の契約法的意義が 問われなければならない。 

振込依頼人は 仕 両 銀行に、 被仕両 銀行への振込 

通知の送信を 依頼するが、 のみならず、 さらに 

その宛先であ る 彼仕同 銀行にも、 内国為替取扱 
規則に従って 入金記帳 をすることも 同時に依頼 
しているものと 見ることはできないであ ろう 

か。 そうなれば、 被仕両 銀行は振込依頼人に 対 
して直接に何らかの 義務を負っていることにな 

る。 

[20]  第 2 次金銀システム ( 昭和． W4 年稼働開始 ) 
に関する説明ではあ るが、 被仕両 銀行は、 受 

取った振込通知について、 「名義人相違、 取引 
なしなどのため、 入金不能の場合は、 直ちに 
[ ツウ シン』内訳項目すショウカイコによって 

仕向店へ照会のうえ、 仕向店から電文の 取 消 ・ 

訂正依頼または 組戻 依頼によって 処理する。 」 

( 注 23) とあ る取引解約後等返却理由が 明確なも 

のについては 照会省略で返却できる ) 。 取引停止 

処分が既になされた 受取人に関しては、 強制解 

約前であ っても、 照会した上で 為替金返却をす 
ることは、 ( 被 社内銀行の義務とまで い えるかは 

疑問であ るが ) 不可能なことではない。 

おわりに 一 錯誤無効の振込取引 

[21]  以上の議論は 、 X が錯誤無効を 主張でき 
ない場合を前提に 述べてきたものであ る。 冒頭 

に 言及したように、 仮に振込依頼が 重過失のな 
い錯誤によるものといえるならば、 X は Y では 

なく B から資金を取り 戻すべきものとなろう。 

評者は既に、 前出名古屋真判 は ついて、 このよ 
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うな処理を示唆しだ ( 注 24) ( 注 25) 。 

[22] 他行振込の場合に 、 X の錯誤によって 振 

辻取引の全体が 効力を害されるという 構成は 、 

現在の理論状況からかえば 少数の見解に 属する 
もののようであ る。 振込委託契約と 銀行間事務 
処理委託契約とは 別の契約であ ると観念されて 

いるからであ る。 しかしながら、 多数の見解が 

承認する法律構成によってさえ、 X は B から回 
収すべきであ るという結論には 異論がなかろ 

う 。 他行振込について 二つの委任契約 ( 振込委 

託・入金処理委託 ) + 無 国債務承認 ( 入金 記 風 

説を採ると思われる 所説は、 「振込委託契約の 

法的性質を委任と 解する以上」「振込委託に 意 
思表示の暇 疵 に関する民法の 規定の適用がない 
とするのは筋が 通らない」 ( 注 26) とした上 

で、 金額・受取人等要素の 錯誤にあ たる場合で 

も多くは表意者の 重過失に基づく 場合であ ろう 
としているから、 具体的な状況如何によって 、 

重過失に該当しない 錯誤も存在し 得ることとな 

る ( 注 27) 。 とりわけ、 本件のような F,B サー 

ビスにおいては、 それを提供する WEB 画面の 
設計の不具合があ る時など、 B 側の過失により 

誤 振込が誘発されることも 考えられる 鮭 28)0 
帰責性あ る B から資金を回収するという 処理こ 
そが合理的であ ろう。 
[23 コ 上記の学説では、 X の錯誤により 無効と 

なるのは XB 間の委任契約であ って、 振込資金 
が無効に伴う 原状回復として 返還されるという 
ことになろう。 
[24]  なお、 この場合、 Y による入金記帳 の有 
効性には何の 影響もないのであ ろうか。 ところ 

で他行間振込で 成立する預金の 性質に付いて、 
債務約束説・ 消費寄託 説 が有力であ る ( 注 

29) 。 消費寄託 説 ( 注 30) は、 消費寄託契約の 
要物性は仕 同 銀行を通じて 被仕同 銀行に現実に 

資金移動が行なわれることを 咲 って満たされる 
という。 

[25] 誤 振込ではなく 正常な振込で、 被仕両 銀 
行が、 銀行間決済システム 上の何らかの 事由に 

よって為替金を 受領しないままに、 システムの 

復帰を見込んで 入金記帳 を行なったような 場合 
( 注 31) にはどうなるであ ろうか ( 注 32) 。 消費 

寄託 説 では要物性の 結果、 預金未成立となろ 
う。 預金債権 の成立は、 「振込システムにおけ 

る資金移動ないし 資金移転を直接に 反映」 ( 注 
33) すべきであ るという立場からはそれでよい 
のであ ろう 鮭 34) 。 

[26]  ところが、 振込によって 成立する預金債 
権 は資金関係の 影響を受けるべきではないこと 

が広く認められている。 資金移動の終了時点 

は 、 預金の成立が 資金関係上の 給付の如何から 

独立性を持った 法律要件であ るからこそ、 入金 
記帳 を以って画される。 振込依頼人に 対して 仕 

同 銀行が有し得た 抗弁のみならず、 被仕両 銀行 
が仕 両 銀行に対して 主張し得た抗弁についても 

抗弁制限 則 が適用されるべきであ る ( 注 35) 。 
この判断を否定できないとすれば、 債務承認 説 

が妥当と考えられるが、 今度は、 日本の一般私 
法において無因 的 債務承認の存在が 許容されて 

い るかとの問題に 逢着する。 不当利得規定にお 

けるその扱いが 不明で、 他方物権 行為の独自性 
を承認しない 民法典に無因債務承認を 基礎づけ 
ることは容易ではない ( 注 36)0 
[27] 被仕同 銀行は振込依頼人からの 指図 ( 注 
37) の 被 指図人として 入金記帳 を行うと解する 

ならば、 ひとまずこの 問題は解決する。 無 国債 
務を認めない 法体系においても、 指図の無 因 ャ生 

は認めている。 被 社内銀行は、 指図を引受ける 

と 同時に成立した 債務を即時に 準消費寄託債権 
に振替える。 この二つの行為の 意思が入金記帳 

によって表示されている。 結果的には債務承認 
説 と変わらないように 見えるが、 振込依頼人の 
有効な指図に 塞 かないと預金が 成立しないとい 

う点が異なる。 
[28] 振込依頼人と 仕 両 銀行との間には、 一個 

の委任契約しか 存在せずまた 振込依頼の意思表 
示は仕 両 銀行にしか向けられていないから、 被 

仕両 銀行への指図は 存在しないとの 批判は予想 

できる。 しかし、 物理的に一個の 表示行為が、 
法的意義においては 複数の意思表示の 媒体とし 

ての役割を担うことは 可能であ る。 振込依頼人 

により発せられる 委任契約申込の 構成要素とし 
ての意思表示と、 被仕 白銀行に到達すべき 指図 

の意思表示とは 別物であ って、 ただ同時に同一 

の方式の上で 伝達されているだけであ り、 社内 

銀行は使者 (Bote) ( 注 38) として振込通知の 中 
でこの表示の 伝達を行ない、 これを受けて 被仕 

市銀行が指図の 引受として入金記帳 するのであ 
る。 振込本体の意思表示に 無効原因があ るとき 

には、 指図が不成立となり、 入金記帳 が行われ 

ていても実体的権 利関係は発生せず、 「誤記帳 
訂正 確 」 ( 注 39) が特約されていると 否 とを問 

わず、 受取人の手中に 預金は成立しない ( 注 

鶴 ) 。 

( 注 1) 本件のみを扱う 判批は未見であ るが、 後出名 

古屋真判と併せて 検討する研究として、 中村弘明 

「 誤 振込に よ り成立した預金債権 と 被仕同 銀行の受 

取人に対する 貸金との相殺の 可否」 金法 1761 号 30 一 

38 頁があ る。 
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( 注 2@  ク の場合、 X は委任事務処理費用として 前渡 

した資金を、 委任契約の無効に 伴う原状回復請求権 

によって B から回収すべきものであ る。 X には財産 

権 を失う結果を 受忍しなければならないような 帰責 

性がないからであ る。 はの場合には、 X は、 もっぱ 

ら A に対して不当利得返還請求権 を行使すべき 筋合 

いのものであ る。 

( 注 銭 この他、 y) 振込依頼人には 過失がなく、 仕 

両 銀行の手違いによる 誤伝によって 実行される振込 

も 「 誤 振込」と呼ぼれる。 使者の誤伝は 一般にそれ 

を選任した主体の 過失で、 振込取引自体の 有効性を 

維持すべきとの 解釈もあ り得るが、 実行された振込 

に対応する振込依頼人の 意思が欠けるのであ るか 

ら、 責任を仕 両 銀行に帰せしめ、 タの 一種として扱 

うというのが 正当に思われる。 本研究では い ちお 

う、 その場面は考察の 対象から除外しておく。 

( 注 4) 本誌 1214 号 19 頁・合法 1745 号 34 頁。 

( 注 5) 既に、 同事件の評釈でも 述べたが、 もし、 預 

金債権 が振込依頼人に 帰属しているものとして、 そ 

のため相殺過状になく、 預金債権 が消滅していな 

かったというのであ れは、 事例は預金払 戻 請求事件 

として扱われるべきものいうべきであ る。 

( 注 6@  民集 初巻 6 号 587 頁。 

( 注 7@  両校孝太郎・ 註程 民法理由下巻 ( 大正 1W 年 ) 

334 頁。 

( 注 8) 類似の事案における 相殺権 濫用法理の適用に 

ついては、 柴崎「 ( 名古屋地判平成 16 . 4 . 21) 判 

批 」本誌 1201 号 59 頁。 誤 振込人は不当利得債権 者で 

しかなりから、 法定倒産手続に 2 8 な い 限り、 相殺 

を排除する制度はない。 なお、 筑紫 庵 「 被仕同 銀行 

から見た誤振込 金 」 ( 法務 BLOG) 令法 1760 号 48 

頁も、 破産申立の方法に よ る解決を示唆する。 

( 注 9)  「確認 書 」に相当するような 合意は、 一般 

に、 私的整理の場合にも 存在し得る。 東京地判平成 

16. 6 . 1 合法 1747 号 91 頁は、 X が A に対する貸付 

の担保として 集合債権 譲渡担保契約を 締結し、 その 

譲渡された債権 の弁済として Y に開設された A の普 

通預金口座に 第三債務者から 振込がなされた。 その 

後 A は私的整理に 入り、 各債権 者との間で再建協定 

を締結し、 以後 A が弁済としてその 債務者から受領 

した金銭については 各債権 者に按分で支払うことと 

されていたところ、 Y は A に対して有する 貸付債権 

を自働債権 としてこの預金債権 を相殺したという 場 

面で、 X は Y に対してこの 相殺に よ り不当利得返還 

請求権 を有するとして 請求したがこれが 棄却された 

事例であ る。 事案では 右 集合債権 譲渡担保の対抗要 

件の具備について 主張立証がなかったのみならず、 

振込に関する 平成 8 年長判を援引しつつ 判旨を正当 

化した。 振込という弁済によって 消滅する債権 の帰 

属主体が X であ ったとしても、 そのような事実は 、 

振込にとっては、 原因関係の態様に 過ぎないもので 

あ る。 裁判所は、 それゆえに A が預金債権 者であ る 

と判断したものというべきであ ろう ( 債権 譲渡の対 

抗要件を具備していたとしても 結論は同様であ ろう 

か ) 。 このような前提のもと、 X は破産法の相殺禁 

止規定の趣旨を 汲むべしと主張したが、 再建協定は 

単なる私人間の 合意であ るにとどまり、 法定倒産手 

続ではないということからか、 この主張は無視され 

ている。 振込は再建協定以前に 行われ既に弁済の 受 

領は終了しているので、 最早この預金は A がはじめ 

から占有していた 他の財産と同様に 扱われるべきも 

のなのであ る。 

( 注 10)  岡本雅弘「 誤 振込 と被仕同 銀行による相殺」 

( 下 )  合法 1752 頁 42-43 頁。 

( 注 11)  中村・前掲令法 36 頁は、 受取人の承諾もとら 

ずに 誤 振込 人 に勝手に返金すれば 受取人から後日 預 

金 返還請求訴訟を 提起されるリスクを 抱えることと 

なる旨を指摘する。 

( 注 12) 民集 56 巻Ⅰ 号 1% 頁 。 愛知県公共工事請負契 

約 に際し、 注文主から前渡会として 請負人が預託金 

融 機関に開設している 口座に振込があ ったものの、 

その弘長 は ついては、 前払金返還義務に 関する ( 注 

女主を受益者とする 第三者のためにする 保証契約 

の ) 保証人であ る保証事業者が 用いる約款上、 。 請 

貢人が預託金融機関から 払 戻を請求するについて 

は 、 適正な使途に 関する書類などを 提出の上でなけ 

ればこれを請求できず、 適正使用でないものと 認め 

られるときは 保証事業者が 預託金融機関にその 払 戻 

を中止する権 限を有する     ものとされていた 等の約 

定がなされているという 特殊な状況のもとで 注文主 

を委託者、 請負人を受託者とした「信託契約が 成立 

した」という 認定がなされたものであ る。 あ くまで 

もまさに信託契約が 現実に締結された 事実が認定さ 

れたことを意味するのであ ることに注意しなければ 

ならない。 

( 注 13) 岩原綿伸ヰ森下哲朗「預金の 帰属をめぐる 諸 

問題」令法 1746 号 42 頁。 

( 注 14) ①財産の譲渡，担保権 の設定その他の 財産の 

処分とこれを 受けた者が財産を 管理または処分する 

旨の契約を締結するか、 ②その旨の遺言をするか、 

③財産の管理または 処分をする意思表示を 公正証書 

等の方法で行 う こと ( 信託宣言 ) が提案されてい 

る。 

( 注 15) 松岡大和「 ( 名古屋再刊平成 17. 3 . 17) 判 

批 」令法 1748 号 13 頁。 

( 注 16) 圧条花巻 6 号 1 ね 3 頁。 

( 注 17@  四宮和夫・事務管理   不当利得 (1981 年 、 青 

林 書院 ) 65-67 頁。 

( 注 18)  四宮・双掲 書 213 頁。 

( 注 19)  四宮・双掲 諸 228 頁。 
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( 注 20@  さ ちに、 判旨く 10 ノは、 Y の「認識」を 問題 

にしている。 これは、 最判 昭和 49 年が受領者側が 悪 

意であ れば細取金銭追及の 対象となるということを 

述べていたことに 由来するのであ ろう。 ここでは詳 

細にはふれない。 

@.21)  (i 主 中田裕康「銀行による 普通預金の取引停止、 

口座解約」令法 174tW 号 I9 頁。 

( 注 22) 本多正樹「 誤 振込 と被仕同 銀行の相殺」 

( 下 ) 令法 1734 号 54 頁。 

t 注 23) 全国銀行データ 通信センター 著 ・新内国為替 

取扱規則の解説 (1979 年、 銀行研修社 ) 125 頁。 

( 注 24) 柴崎「 ( 名古屋真判平成 げ ・ 3 .17) 判地」 

本誌 1219 号 59 頁。 

( 注 25)  同評釈では、 このほか、 受取人が無資力であ 

るときには相殺がなされるよりも 前であ れば債権 者 

代位権 を行使することが 可能となること、 受取人と 

被仕両 銀行とが利益の 共同性によって 結びついてお 

り事実上経済的に 一体であ るといいうる 地位にあ る 

ときは銀行を 不当利得返還請求訴訟の 相手方とする 

ことも可能であ ること、 にも言及した。 

(@26)  後藤紀一・振込・ 振替の法理と 支払取引 

は 986 年、 信出社 ) 93 - 95 頁。 

@ 注 27)  前 m 達明「 ( 景判 平成 8 . 4 . 26) 判批 」 判 

評 465 号 1g.D 頁およびその 注 (13)0 

( 注 28@  中村・前掲令法 38 頁がいう「消費者のミスが 

一切救済されない」という 危惧は、 本文に述べるよ 

うな理論上の 可能性を残しておくことによって 回避 

できる。 なお、 消費者事業者間契約については 電子 

消費者契約民法特例法の 適用があ る。 

い主 29)  今井克典「振込システムの 法的構成」 (4 烙 古 

屋大学法政論集 163 号 179-192 頁。 この 他 「約款 

説 」が説かれるが、 約款であ るということ 自体は性 

質決定の手がかりにはならない ， 

( 注 ． 30) 前田達明・双掲「 判批 」 判時 1585 号 195 頁。 

( 注 31j 実際には、 決済 尻 小仏銀行の発生は、 決済シ 

ステム上、 流動性供給銀行からの 資金填補によるな 

どその処理策も 予め定められている。 小沢克己「新 

内国為替制度および 内国為替決済規則等の 概要」 金 

法 15i98 号 21 頁 。 

( 注 32)  後藤・前掲 書 136 頁参照。 

( 注 33) 今井・前掲 190 頁 。 

( 注 34@  また、 諸 成竹消費寄託説を 採ったとしても、 

反対給付が未履行であ るために同時履行の 抗弁が主 

張できるという 点で、 被仕同 銀行が資金を 受取らな 

い限り、 預金の払 戻 をしなくてよいことになる。 

( 注 3 引 CAB 昭 LLAC(Afiche り ． JuHsClasseurB 皿 que 

- Credit-Bourse.Fasc. 390 ハⅡ REMENT. 1990 ・ n0 

I9. 

( 注 36) 民法典起草関係者の 学説は callsahsmR であ っ 

たし、 無因債務契約執行証書がその 債務名義性を 無 

条件では認められないとする 戦後の民事執行法学 

説・判例の存在もまた 障害となる ( 柴崎 暁 ・手形法 

理と抽象債務 (2002 年、 新 青 出版 ) 89 頁、 113 頁 ) 。 

( 注 37)  Anweisune, d 司ろ gatlon, delegazione. 第三者 

の指示に基いて 行なわれる単純な 金銭支払約束を 内 

容とする一個の 債務負担行為。 二組の実質関係上の 

目的の実現に 役立てられる。 

(& 主 38)  後藤・前掲 1f61 頁も参照。 

(i 主 @39)  後藤紀一「振込取引における 法的諸問題と 銀 

行の誤記帳 訂正 確 」金浜 1093 号 6 頁。 

( 注 40) 振込規定ひな 型は、 誤 振込の処理はつねに 

「 粗 戻し」によるべきであ ると規定するかのようで 

あ るが、 指図不成立の 場合には 組 戻しも必要がな 

し @ 。 

( 為 06 年 3 月 30 日稿了 ) 

金 " 。 繭   
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